
予算額 決算額
（見込）

1 10301010
主要施設の更新・耐
震化事業

施設の
管理・運
営

配水池・配水塔など主要な水道施設
の耐震化や災害時の水道水の確保
を目的とした緊急遮断弁の整備等を
進めます。

●長沢浄水場排水処理施設の更新・耐震化の
推進

2,750,744 1,760,801 3 P2

2 10301020
送・配水管の更新・耐
震化事業

施設の
管理・運
営

経年化した送・配水管を計画的に更
新・耐震化します。また、災害に備え
て、重要な管路の耐震化や開設不要
型応急給水拠点の整備を優先的に進
めます。

●経年化した送・配水管を計画的に更新し、耐
震化を推進
●令和４年度の完了に向けて、重要な管路の
耐震化を推進
●開設不要型応急給水拠点を、市内小中学校
１５校と配水池２か所に整備

10,053,459 6,479,774 3 P4

3 10301030 給水管の更新事業
施設の
管理・運
営

漏水の主な原因となっている老朽給
水管の計画的な更新を進めます。

●給水管について、配水管の更新や漏水修理
にあわせて更新するとともに計画的な更新を推
進（達成率97.9％）
●新たな給水管対策として輻輳給水管対策工
事を発注し、着手

1,110,093 814,404 3 P6

4 10301040 水道水質の管理業務 その他
良質で安全な水道水をご家庭に届け
るため、水源から給水栓まで徹底した
水質管理を継続して実施します。

●「水安全計画」の運用による水源から給水栓
までの徹底した水質管理
●「水道GLP」による「水質検査計画」に基づい
た水質検査の実施と検査結果の公表
●残留塩素濃度設定値・設定期間の細分化に
よる残留塩素濃度の平準化

115,111 108,530 3 P8

5 10301050
工業用水道施設の整
備事業

施設の
管理・運
営

浄水場など主要な工業用水道施設の
耐震化や経年化した管路の更新を計
画的に進めます。

●長沢浄水場排水処理施設の更新・耐震化の
推進
●主要な管路の計画的な更新に向けて、関係
者との調整を実施

930,227 1,146,212 3 P10

6 10302010
下水道の管きょ・施設
の地震対策事業

施設の
管理・運
営

避難所や重要な医療機関等と水処理
センターとを結ぶ下水管きょなどの重
要な下水管きょや、水処理センター、
ポンプ場の耐震化などを推進します。

●川崎駅以南の地域の重要な下水管きょの耐
震化については、他企業埋設管の移設工事の
遅れなどの影響により、完成が次年度となるも
のがあるため、目標をわずかに下回りました
が、約10km実施し、令和2年度の完了に向けて
順調に進捗
●川崎駅以北の地域の重要な下水管きょの耐
震化については、約2km実施
●水処理センター、ポンプ場などの耐震化につ
いては、戸手ポンプ場、等々力ポンプ場などで
管理棟の耐震化工事を完了するとともに、汚水
揚水機能の確保に向けた取り組みとして、大師
河原ポンプ場の再構築に着手

5,737,018 6,841,416 3 P12

7 10302020 浸水対策事業
施設の
管理・運
営

浸水シミュレーション結果などから、浸
水リスクの高いことが確認された重点
化地区や局地的な浸水箇所におい
て、雨水管きょや貯留管などの整備を
推進します。

●三沢川地区については、工事を推進し、土橋
地区については、国の浸水被害軽減総合事業
に位置付け対策に着手。その他、４地区では、
浸水対策手法の検討を実施
●局地的な浸水箇所における対策について
は、鷺沼地区などにおいて対策を推進
●排水樋管周辺地域において、令和元年東日
本台風により、これまでに経験したことのない
多摩川の水位の影響を受け、深刻な浸水被害
が発生したことから、検証委員会において浸水
原因や浸水被害を最小化する方策を検証し、
令和２年度の台風シーズンまでの対応として短
期対策に着手

1,192,183 508,092 3 P14

8 10302030 高度処理事業
施設の
管理・運
営

これまでの下水処理に加え、赤潮な
どの原因となる窒素やりんも大幅に
除去できるよう、水処理センターの高
度処理化を推進します。

●水処理センターの高度処理化の推進につい
ては、等々力水処理センターにおいて、高度処
理化に向けた工事を推進
●段階的高度処理の導入に向けた取組の推
進については、富栄養化の原因となる窒素及
びりん除去の更なる向上に向けた水質の評価
や運転管理の工夫について検討を実施

4,504,157 2,162,030 3 P16

9 10302040
合流式下水道の改善
事業

施設の
管理・運
営

合流式下水道による公共用水域の水
質汚濁を防止するため、貯留管の整
備や遮集幹線の能力増強に向けた整
備などを推進します。

●合流式下水道の改善の推進については、大
師河原ポンプ場の汚水沈砂池の改築を推進
●令和５年度の完成に向けて六郷遮集幹線の
シールド工事などを推進

300,600 710,810 3 P18
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10 10302050
下水道の管きょ・施設
の老朽化対策及び未
普及解消事業

施設の
管理・運
営

長寿命化計画（ストックマネジメント計
画）に基づく下水道の管きょや施設・
設備の老朽化対策等を進めるととも
に、アセットマネジメントの導入に向け
た取組を推進し、本格的に運用しま
す。また、未普及地域の解消に向け
た取組を推進します。

●老朽化した下水管きょの再整備については、
管きょ再整備重点地域として位置付けた入江
崎処理区において約10km実施
●水処理センター・ポンプ場の設備更新や再構
築については、京町ポンプ場において雨水ポン
プ設備を更新するなど設備更新を実施したほ
か、渡田ポンプ場において施設の再構築を推
進
●アセットマネジメントの導入に向けた取組に
ついては、川崎市下水道ストックマネジメント計
画を策定するとともに、構築した情報システム
を用いて維持管理情報の蓄積を開始し、蓄積し
た維持管理情報を分析する機能、施設の健全
度予測やリスク評価を行う機能などの開発を推
進
●未普及地域解消の推進については、登戸地
区などで下水管きょの整備を実施

6,314,270 4,306,221 3 P20

11 40101030
上下水道分野におけ
る国際展開推進事業

その他
水関連企業の海外展開支援と世界の
水環境改善のため、上下水道分野の
国際展開を推進します。

●かわさき水ビジネスネットワーク会員向けセミ
ナーの開催
●海外展開スキームへの応募の取組等を実施
●職員の長期・短期専門家派遣を３名実施
●研修生・視察者の受入れを１８件（１２８名）
実施

31,809 7,072 3 P22

2



予算額
決算額
（見込）

1 10101010
防災対策管理運営
事業

その他

国土強靱化地域計画や地域防災計

画等、各種の計画を推進し、市の災

害対応力の向上を図ります。

●「国土強靱化地域計画」及び「地震防災戦

略」の進捗確認と次期計画に向けた改定方針

の確認

●「地域防災計画（震災対策編、風水害対策

編）」の修正、令和元年東日本台風の検証を

踏まえた「地域防災計画（風水害対策編）」の

修正に向けた検討

●「業務継続計画（自然災害対策編）」の素

案の作成

●救助実施市としてのマニュアル整備、連携

体制の構築

1,086,258 1,431,758 3 P●●

2 10101020 地域防災推進事業
イベント

等

自主防災組織の育成、民間企業と

の連携、防災訓練や研修等による、

自助・共助（互助）・公助の取組・連

携の強化や各主体の防災意識の向

上により、地域防災力の向上を図り

ます。

●補助金等の活用による自主防災組織への

支援の実施

●避難所運営体制の強化（会議開催：

92.0％、訓練：156回）

●市内全戸を対象としたタブロイド版防災広

報誌の作成
●九都県市合同防災訓練を実施したほか、各

区で区総合防災訓練を実施（計11回）

●全局を対象とした市災害対策本部図上訓

練、災害対策本部研修等（4回）及び避難所

運営要員研修（31回）を実施

123,098 99,882 3 P●●

3 10101030 防災施設整備事業
施設の

管理・運

営

防災関連の施設、各種情報通信シ

ステム等を整備し、市の災害対応力

及び地域防災力の向上を図ります。

●同報系防災行政無線屋外受信機の増設

（増設数：5台）
●戸別受信機更新及び施設割込み放送拡充

●デジタル移動系・多重系防災行政無線の

再整備に係る実施設計

●次期防災情報システムの整備に向けた業

務調書の作成

●狭小倉庫対応に向けた新たな備蓄倉庫の

設置（3校分）

552,824 488,904 3 P●●

4 10101040
臨海部・津波防災対

策事業
その他

コンビナート災害対策や津波対策な

どを実施し、臨海部の総合的な防災

力の向上を図ります。

●津波避難施設の拡充（新規で１か所を指定

し、合計で104か所）
●臨海部広域防災訓練等の実施（孤立を想

定し、関係機関と連携した船舶搬送訓練等）

●津波被害軽減研究の推進（実証実験の実

施・避難シミュレーションの作成）

●臨海部防災対策計画の修正（羽田空港の

機能強化に伴う新飛行経路の運用への対応

等）

1,115 917 3 P●●

5 10101050
帰宅困難者対策推

進事業
その他

一斉帰宅の抑制の周知や帰宅困難

者用一時滞在施設の確保等を行

い、災害時における混乱を抑制する

とともに、二次災害を防止します。

●帰宅困難者一時滞在施設の指定による収

容人数の増加（1,000人増）

●主要駅（川崎駅、武蔵小杉駅）における実
動訓練の実施

●帰宅困難者用一時滞在施設（川崎競輪場

ほか計4施設）における開設訓練の実施

●新規施設への備蓄品等の配備

2,904 4,370 3 P●●

6 10101070 本庁舎等建替事業 その他
本庁舎等について災害対策活動の
中枢拠点としての耐震性能を確保す

るため、建替えの取組を進めます。

●再入札に向けた設計・積算・発注条件等の

一部見直し・調整

●旧本庁舎地下解体工事の着手（完成は令

和２年４月予定）

331,557 174,597 4 P●●

7 40205010
地域情報化推進事

業
その他

市民生活の更なる利便性の向上等
を図るため、市内の公衆無線ＬＡＮ

環境の構築を進めるとともに、地域

情報の効果的な発信を図ります。公

共データを市民サービスやビジネス

につなげるため、オープンデータの

公開を進め、その効果的な利活用を

推進します。

●かわさきWi-Fiの利用範囲の拡張（アクセス

ポイント数：目標2,000か所のところ実績1,741
か所）

●「かわさきアプリ」のサービス拡充（アプリダ

ウンロード数：242,826回）

●「イベントアプリ」のサービス提供(民間事業

者等登録数：206団体)

●更なるオープンデータの公開（公開数：226

データセット）

●川崎市LINE公式アカウントの開設

31,964 27,501 4 P●●

8 40205020
行政情報化推進事

業
その他

「情報化推進プラン」に基づく情報化

関連施策の進捗管理を進めるととも

に、マイナンバー制度の効果的・効

率的な運用や、働き方・仕事の進め

方改革に基づいたＩＣＴの活用を図り

ます。

●情報化推進本部会議における情報化関連

計画のスケジュールの確認

●他の自治体等とのマイナンバーによる情報
連携の安定的かつ円滑な運用

●番号法の一部改正を踏まえた本市番号条

例及び同施行規則の改正

●マイナポータルを用いた電子申請（介護や

被災者支援分野の検索に対応）

●モバイル端末やテレビ会議等の利用促進

●本庁舎建替えに向けた新たなICT環境整備

における方向性の検討

22,094 31,273 3 P●●

令和元年度の主な事務事業の評価結果一覧（総務企画局）
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①「政策体系別計画に記載

のある事務事業」及び「施策

を推進する経常的な事務事

業の中でも特に重要なものや

進捗に遅れのあるもの」を掲

載

②市民サービス等の分類を

記載

※分類区分

○施設の管理・運営

○補助・助成金

○イベント等

○表彰・顕彰・認定

○参加・協働の場

○公聴及び相談・苦情申し立

ての聴取等

○許認可等

○出版物等

○その他

③事務事業の概要を記載

④令和元年度に実施した主

な取組の実績を定量的な数

字を含めて記載

⑤令和元年度の予算額及び

決算額（見込）を記載

⑥事務事業の達成度を記載

※達成状況区分

１．目標を大きく上回って達成

２．目標を上回って達成

３．目標をほぼ達成

４．目標を下回った

５．目標を大きく下回った

⑦参考資料における当該事

務事業の評価シートの掲載

ページを記載

主な事務事業の評価結果一覧の見方 

令和元年度の主な事務事業の評価結果一覧は、各局が所管する事務事業のうち、「政策体系

別計画に記載のある事務事業」及び「施策を推進する経常的な事務事業の中でも特に重要な

ものや進捗に遅れのあるもの」を取りまとめ、個別に進捗状況をお示ししたものです。 

一覧の見方は次のとおりです。 
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